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諮問庁：総務大臣 

諮問日：平成２６年６月１７日（平成２６年（行個）諮問第６１号） 

答申日：平成２８年７月１９日（平成２８年度（行個）答申第６８号） 

事件名：年金記録確認鹿児島地方第三者委員会の文書に記録された本人に係る

保有個人情報の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「年金記録に係る確認申立て（鹿児島厚生年金苦情案件８５６）に関し

て収集・作成した書類，資料，事業所・個人などの回答書，他からの情報，

年金記録確認鹿児島地方第三者委員会が自ら作成した文書」に記録された

保有個人情報（以下「本件請求保有個人情報」という。）の開示請求に対

し，別紙１に掲げる５４件の文書に記録された保有個人情報（以下「本件

対象保有個人情報」という。）を特定し，その一部を不開示とした決定に

ついては，審査請求人が開示すべきとする部分を不開示としたこと，及び

諮問庁が別紙２に掲げる文書に記録された保有個人情報を対象として改め

て開示決定等をすべきとしていることは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（以下「法」という。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，鹿

児島行政評価事務所長（以下「処分庁」という。）が平成２６年２月２０

日付け鹿児総第２号により行った一部開示決定（以下「原処分」という。）

について，開示されていない文書の開示及び不開示部分の部分的開示を求

めるというものである。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

    日本年金機構，年金記録確認鹿児島地方第三者委員会の結論は，正確

ではありません。 

    開示された文書は，疑問が氾濫しております。「事実」ではないとい

うことです。 

   ア Ｎｏ.１の本件に係る事務センター意見の中で「主張に一貫性がな

く」と書いてあります。私は，１回目の申立，今回の申立において

も，手帳，領収書を破棄したと申出ております。申立書をもう一度
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読んで下さい。 

   イ Ｎｏ.３の申立人の提出書類の中の厚生年金保険被保険者証，厚生

年金基金からのお知らせ，組合管掌健康保険資格証明書が開示され

ておりません。開示して下さい。 

   ウ Ｎｏ.６の同意書に書いております昭和５１年の領収書の中に記録

されております「フ」「１２」の意味を調査して開示して下さいま

せ・・・の回答書がありません。事実文書を開示して下さい。 

   エ Ｎｏ.３４の申立の概要（２－２）国年昭和４８年１月～昭和４９

年６月までを申立と書いてあります。事実と違います。 

   オ Ｎｏ.３５の来所記録（鹿児島北年金事務所），行政評価事務所は，

利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取得し，保有して

いる。これで「事実」が何かを確認し，判断する事は非常に危険で

す。 

     私にとっても不利となっています。 

     社会保険庁（日本年金機構）は，第三者委員会の事はわかりません。

市区町村，公共職業安定所（失業保険被保険者証の意味，移行外被

保険者台帳総合照会トレーラ）の事もわかりません。管轄が違うの

でそちらで聞いて下さいと言っていました。 

     今も不当な目的の為に私の個人情報を取得する旨を下に印しており

ます。 

   カ Ｎｏ.８７の平成２３年８月２５日付鹿児委第３４７号の調査依頼

文書が開示されておりません。開示して下さい。 

   キ Ｎｏ.８１の審査請求人（旧姓）のフリガナが何故，審査請求人に

なっていますか。これが誤りでない場合は，その理由を。誤ってお

れば訂正して下さい。 

   ク Ｎｏ.６１の特定会社Ａ払出簿は，元号，記号が載っていないので，

信頼性に欠ける。正しいものを開示して下さい。 

   ケ Ｎｏ.１４２～Ｎｏ.１５７の熊本地方貯金局のアンケートの回答部

分の全部不開示は部分的不開示が相当です。 

   コ Ｎｏ.１５８～Ｎｏ.１６１他多数，年金記録確認鹿児島地方第三者

委員会はテープ起こし（録音）をしている。本人の同意を得るべき

ではないですか。日本年金機構も無断で録音しております。総務省

の録音に対する意見又は反対意見を求めます。 

   サ Ｎｏ３３７，Ｎｏ３４９特定会社Ｂの担当部課名欄の「元同僚」は，

私の元同僚ではありません。日付，時間が重複していて，文書偽造

です。 

   シ Ｎｏ.３５９，Ｎｏ.３６０熊本地方貯金局の日付，時間が重複し，

文書偽造です。 
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   ス Ｎｏ.３６８～Ｎｏ.３７７熊本地方貯金局の元同僚とされるヒアリ

ングの回答部分においては，全部不開示となっているが，部分的不

開示としても何等個人が誰であるかを識別できるものではないはず

です。ただ，黒塗りすればいいものでは決してありません。 

   セ Ｎｏ.３８０住所地の変遷（戸籍の附票）で千葉県特定市→東京都

特定区が抜けております。私は千葉県では働いておりません。何故，

東京都無視しますか。何故，特定会社Ａを無視するのか，理由をお

願いします。 

   ソ Ｎｏ.３８８特定個人は生存されておらず，せめて私の申立期間の

特定個人の年金制度は何であったか位は開示して下さい。 

   タ 重複文書が２４組以上ありました。私の個人情報は取得→保有・管

理→利用→提供というすべての流通過程で正当に保護されておりま

せん。故意としか受け取れません。 

   チ 開示文書３８９枚中２０３枚以上は帳票出力の日付等が消されて，

開示手続をした後に準備したものである。カセットナンバー，日付

等が手書しており，故意である可能性が非常に高い。 

   ツ Ｎｏ.３８９オンライン記録に掲載されている申立事業所における

全被保険者３人（元事業主を除く）となっています。「事実」とちが

います。 

   テ Ｎｏ.３８９私は申立書に，仕事の内容欄に「定額預金又は定期預

金の計算（大分，宮崎等の分）と記しております。たしか，地下に

床屋さんがあったと思います。」と。城東町？とも。 

     第三者委員会の判断の理由の中では熊本地方貯金局となっています。

ここは花畑町です。郵政省九州郵政局は城東町と思われます。 

     本当に調査をされたかとても疑問です。 

 （２）意見書 

    審査請求人から，平成２６年７月２８日に意見書が当審査会宛て提出

された（諮問庁の閲覧に供することは適当でない旨の意見が審査請求人

から提出されていることから，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件審査請求の経緯 

   本件審査請求は，審査請求人である開示請求者が，法１２条の規定に基

づき，平成２６年１月２４日付けで行った「年金記録に係る確認申立て

（鹿児島厚生年金苦情案件８５６）に関して収集・作成した書類，資料，

事業所・個人などの回答書，他からの情報，年金記録確認鹿児島地方第三

者委員会が自ら作成した文書」を請求内容とする保有個人情報開示請求に

対し，処分庁が同年２月２０日付けで行った原処分を不服として，同年３

月２０日付けをもって行われたものである。 
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 ２ 本件審査請求の対象となる保有個人情報 

   本件審査請求の対象となる保有個人情報は，処分庁が開示決定を行った

５４件の文書のうち，①開示請求者以外の特定の個人の氏名等及び申立て

についてあっせんの是非を判断する際のノウハウ情報等に該当することか

ら部分開示とした２件（文書４３及び文書４９），②全部開示とした３件

（文書３，文書４及び文書３２）並びに③部分開示とした１件（文書１９）

に関連し，開示されていないと審査請求人が主張する保有個人情報である。 

  文書３  確認項目チェックシート（厚生年金保険） 

  文書４  「年金記録に係る確認申立書・同意書」のうち，同意書 

  文書３２ 資料の提出について（回答） 

  文書１９ 厚生年金被保険者名簿（特定会社Ａ） 

  文書４３ 申立人の元同僚へのアンケート 

  文書４９ 「年金記録の確認に関する補足確認・照会等の結果」のうち，

熊本地方貯金局に勤務していた者に対する補足確認・照会等の

結果 

 ３ 審査請求の理由 

 （１）原処分に対する審査請求理由 

    審査請求人が主張する審査請求の理由の要旨はおおむね次のとおりで

あり，原処分を取り消し，不開示部分及び開示されていない文書を開示

するとの決定を求めるとして審査請求を提起したものである。 

   ア 文書３について，申立人の提出書類の中の厚生年金保険被保険者証，

厚生年金基金からのお知らせ，組合管掌健康保険資格証明書が開示

されていないため，開示してほしい。 

   イ 文書４について，審査請求人が同意書に書いている「昭和５１年の

領収書の中に記録されております「フ」「１２」の意味を調査して開

示して下さいませ」の回答書がないため，開示してほしい。 

   ウ 文書３２について，当該文書に対応する，年金記録確認鹿児島地方

第三者委員会（以下「鹿児島地方第三者委員会」という。）から熊本

市に対する調査依頼文書が開示されていないため，開示してほしい。 

   エ 文書１９について，元号，記号が載っておらず，信頼性に欠けるの

で，正しいものを開示してほしい。 

   オ 文書４３について，熊本地方貯金局のアンケートの回答部分の不開

示部分を開示してほしい。 

   カ 文書４９について，熊本地方貯金局の元同僚からのヒアリングの回

答部分が不開示となっているが，開示しても個人が誰であるかを識

別できるものではないため，開示してほしい。 

 （２）その他の主張 

    審査請求人は，審査請求書において，上記（１）のほかに，原処分に
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対する不服ではない事項についても主張している。 

 ４ 諮問庁の意見 

 （１）部分開示を行った文書４３及び文書４９における不開示部分の法１４

条７号該当性について 

   ア 年金記録確認第三者委員会における審査の判断基準と申立事業所の

元同僚等からの協力の重要性 

     年金記録確認第三者委員会（以下「第三者委員会」という。）は，

国民生活に直結する切実かつ深刻な問題である，いわゆる年金記録

問題に関し，国民の立場に立って，公正な判断を示すため設置され

た機関であり，年金記録の確認について，国（厚生労働省）側に年

金記録がなく，申立人も領収書等の物的証拠を持っていないといっ

た事案について，国民の立場に立って，申立内容を十分に汲み取り，

様々な関連資料を検討し，年金記録の訂正に関し公正な判断を示す

ことを任務としている。このため，年金記録の訂正の判断基準は，

申立内容が，社会通念に照らし「明らかに不合理ではなく，一応確

からしいこと」とされており，肯定的な関連資料及び周辺事情がな

い場合においても，申立人の申立内容等に基づき，総合的に判断す

ることとされている。 

     この判断に当たっては，厚生年金に関する申立ての場合，元同僚等

から，申立人の勤務実態及び厚生年金への加入状況，申立期間当時

の従業員の勤務実態（勤務形態，雇用区分，常勤者数等），給与の支

給実態等について確認を行うなど，元同僚等からの回答・証言など

の協力が欠かせないものとなっている。 

     また，第三者委員会として必ずしも物的証拠のみに頼らず，本人や

関係者の証言も十分に踏まえて，上記の基準により判断を行うこと

から，その判断を公正なものとするためには，元同僚等からの回

答・証言については，事実に即したものであることが必要である。

このため，これを開示した場合，当該関係者との信頼関係が損なわ

れ，関係資料の提供等に関し，協力が得られなくなるおそれがあり，

今後の第三者委員会における正確な事実の把握を困難にし，事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

   イ 部分開示を行った理由 

     審査請求人が開示を求めている上記文書４３及び文書４９の黒塗り

部分には，鹿児島地方第三者委員会の調査員が審査請求人の申立事

案の調査のため，審査請求人が申立期間当時勤務していたと主張す

る会社に勤務していた者に対して，アンケート用紙の送付及び電話

連絡を行い，自身の採用形態，業務内容，厚生年金保険加入状況，

審査請求人を知っているか否か等について確認を行った結果が具体
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的かつ詳細に記録されている。これらは，審査請求人が知り得ない

鹿児島地方第三者委員会独自の調査内容であり，申立てについて

あっせんの是非を判断する際のノウハウ情報に当たるものである。 

     これらのノウハウ情報を開示した場合，次のとおり，年金記録の訂

正を認めるか否かの判断のための調査の範囲や判断に当たっての視

点といった機微な情報が明らかとなり，今後の第三者委員会におけ

る正確な事実の把握を困難にし，事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあり，これらのノウハウ情報は，法１４条７号柱書きの不

開示情報に該当することから，当該部分を不開示とする決定及び通

知を行ったものである。 

   （ア）元同僚等の関係者への照会に当たっては，申立人からの申立てに

ついて調査審議の参考とするため回答するようお願いしており，申

立人への開示を前提に回答を依頼しているものではない。このため，

申立人に回答内容を開示した場合，第三者委員会への信頼関係が損

なわれ，元同僚等の関係者から正確な回答が得られないなど，関係

情報の収集ができなくなるおそれがあり，今後の第三者委員会にお

ける正確な事実の把握を困難にする。 

   （イ）年金記録の訂正を認めるか否かの判断に当たっての視点といった

機微な情報が明らかになることで，審査請求人からの再申立てが

あった際等に，審査請求人が，自らに有利な方向に結論を導くよう，

必ずしも事実に基づいたものでない証言等を行うおそれがあり，今

後の第三者委員会における正確な事実の把握を困難にする。 

     審査請求人は，文書４３及び文書４９について，熊本地方貯金局の

元同僚とされるヒアリングの回答部分を開示しても，個人が誰であ

るかを識別できるものではないはずであるから開示すべきと主張し

ているが，当該部分は，上記のとおり，申立てについてあっせんの

是非を判断する際のノウハウ情報であり，法１４条７号に該当する

ことから不開示との判断を行ったものである。 

 （２）本件開示請求対象文書の存否等について 

   ア 文書３について 

     「確認項目チェックシート（厚生年金保険）」は，年金事務所にお

いて申立人からの厚生年金に係る年金記録の確認申立書を受け付け

た後，確認申立書や必要書類を管区行政評価局等に送付する際に添

付するものであり，これらの書類が遺漏なく添付されているか年金

事務所及び事務センターにおいて確認するためのものである。 

     文書３について，原処分では全部開示としているところ，審査請求

人は，文書３の②及び⑥の欄に記載されている「厚生年金保険被保

険者証」，「厚生年金基金からのお知らせ」及び「組合管掌健康保険
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資格証明書」が開示されていないと主張して，これらの開示を求め

ている。 

     しかし，文書３の「②厚生年金保険被保険者証及び年金手帳の写し

（存在する場合のみ）」欄及び「⑥厚生年金基金加入員証，厚生年金

基金からのお知らせ，組合管掌健康保険資格証明書，雇用保険受給

資格者証の写し（存在する場合のみ）」欄の「添付書類の有無」欄に

はいずれも「有」と記載されているが，本項目については，「添付書

類の確認」欄に記載されている書類のうち，いずれか一つでも申立

人から提出された場合に「有」と記載されるものである。 

     文書３の②及び⑥の欄に記載された文書のうち，鹿児島地方第三者

委員会には，「年金手帳の写し」及び「厚生年金基金加入員証の写し」

の２点が送付されたものであり，いずれも全部開示されている。 

     したがって，「厚生年金保険被保険者証」，「厚生年金基金からのお

知らせ」及び「組合管掌健康保険資格証明書」の３点は鹿児島行政

評価事務所において保有していない。 

   イ 文書４について 

     「年金記録に係る確認申立書・同意書」は，年金事務所において総

務大臣に対する年金記録の確認申立てを行うために申立人が提出す

る文書であり，同意書は，第三者委員会が調査審議のために申立人

の個人情報を取得，利用又は提供することについて申立人が同意す

る場合に，記名及び捺印するものである。 

     文書４について，原処分では全部開示としているところ，審査請求

人は文書４の余白に手書きで記載されている「昭和５１年の領収書

の中に記録されております「フ」「１２」の意味を調査して開示して

下さいませ」に対応する調査文書が開示されていないと主張して，

その開示を求めている。 

     しかし，第三者委員会は，「年金記録に係る申立てに対するあっせ

んに当たっての基本方針」（平成１９年７月１０日総務大臣決定）に

従って必要な調査審議を行うものであり，申立人からの調査に関す

る要望についても，その必要性を第三者委員会が勘案して実施する

ものである。本件のように同意書の余白に調査に関する要望が記載

されていたからといって，必ずしもその要望に応えて調査を行う必

要はない。 

     したがって，開示請求者の主張する「昭和５１年の領収書の中に記

録されております「フ」「１２」の意味を調査して開示して下さいま

せ」についての調査は行っておらず，また対応する調査文書は処分

庁において保有していない。 

   ウ 文書３２について 
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     文書３２の「資料の提出について（回答）」は，鹿児島地方第三者

委員会から熊本市への調査依頼に対する熊本市からの調査結果を記

した回答文書であり，原処分において全部開示としているところ，

審査請求人は文書３２に対応する鹿児島地方第三者委員会から熊本

市への調査依頼文書が開示されていないと主張して，その開示を求

めている。 

     この調査依頼文書については，熊本市に対し発出しており，鹿児島

行政評価事務所において保有していないことを確認しているが，調

査依頼文書を発出する際に当該文書と割印した決裁済みの原議書で

あれば鹿児島行政評価事務所において保有しており，開示すること

は可能である。 

     したがって，諮問庁としては，審査請求人が平成２６年１月２４日

付けの開示請求において求めていた，「年金記録に係る確認申立てに

関して作成した資料」として，文書３２に対応する調査依頼文書を

発出する際に当該文書と割印した決裁済みの原議書を開示すること

が適当であると考える。 

   エ 文書１９について 

     文書１９は，審査請求人の氏名が記載された特定会社Ａの厚生年金

被保険者名簿であり，原処分において部分開示としているところ，

審査請求人は文書１９が「元号，記号が載っていないので信頼性に

欠ける。」として正しいものの開示を求めている。しかし，諮問庁で

は，審査請求人の氏名が記載された特定会社Ａの厚生年金被保険者

名簿について，鹿児島行政評価事務所において保有しているのは，

原処分において開示した文書１９のみであることを確認している。 

 （３）その他の主張について 

    審査請求書に記載されているア，エ，オ，キ，コ，サ，シ，セ，ソ

（法１２条の趣旨を逸脱する本人以外の個人情報の開示を求めるもの），

タ，チ，ツ及びテについては，いずれも原処分に対する不服ではないも

のであることから，本件審査請求の対象とはならない。 

    なお，上記ア，エ，キ，サ，シ，セ及びツについては，審査請求人か

ら平成２６年３月２０日付けで処分庁に対して法に基づく訂正請求が行

われ，このうちア，エ及びキについては処分庁から日本年金機構理事長

に移送し，サ，シ，セ及びツについては処分庁において平成２６年４月

１５日付けで一部訂正する旨の決定を行った。また，上記オについては，

審査請求人から平成２６年３月２０日付けで処分庁に対して法に基づく

利用停止請求が行われ，処分庁において平成２６年４月１５日付けで利

用停止しない旨の決定を行ったところである。 

 ５ 結論 
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   以上のことから，上記４（２）ウの理由により，文書３２に対応する調

査依頼文書を発出する際に当該文書と割印した決裁済みの原議書について

新たに開示することとし，審査請求人のそのほかの請求については，原処

分を維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ①平成２６年６月１７日    諮問の受理 

   ②同日            諮問庁から理由説明書を収受 

   ③同年７月１５日       審議 

   ④同月２８日         審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ⑤平成２８年３月２２日    審査請求人から資料を収受 

   ⑥同年６月９日        委員の交代に伴う所要の手続の実施，

本件対象保有個人情報の見分及び審議 

   ⑦同年７月１４日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象保有個人情報について 

   本件対象保有個人情報は，原処分において，その一部を不開示とした別

紙に掲げる５４件の文書に記録された保有個人情報である。 

   処分庁は，本件対象保有個人情報の一部について，法１４条２号，３号

及び７号の不開示情報に該当するとして，その一部を不開示とする原処分

を行った。 

   審査請求人は，原処分のうち，文書３の②及び⑥の欄に記載されている

「厚生年金保険被保険者証」，「厚生年金基金からのお知らせ」及び「組合

管掌健康保険資格証明書」を開示すべき，文書４に審査請求人が記載した

質問に対する回答書を開示すべき，文書３２に対応する鹿児島地方第三者

委員会から熊本市に対する調査依頼文書を開示すべき，文書１９は信頼性

に欠けるため，正しいものを開示すべき，文書４３及び文書４９の不開示

部分のうち特定の個人を識別できない部分を開示すべきとしている。 

   これに対し，諮問庁は，文書３２に対応する調査依頼文書を発出する際

に当該文書と割印した決裁済みの原議書について新たに開示することとす

るが，文書３，文書４及び文書１９に関して審査請求人が開示すべきとし

ている保有個人情報については，これを保有しておらず，また，文書４３

及び文書４９の不開示部分のうち審査請求人が開示すべきとしている部分

については，法１４条７号柱書きの不開示情報に該当し，不開示とすべき

としている。 

   このため，本件対象保有個人情報を見分した結果を踏まえ，以下，本件

対象保有個人情報の特定の妥当性及び保有の有無並びに審査請求人が開示

すべきとしている部分の不開示情報該当性について検討する。 
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 ２ 本件対象保有個人情報の特定の妥当性及び保有の有無について 

 （１）文書３２について 

   ア 諮問庁は，審査請求人が開示すべきとしている保有個人情報につい

て，以下のとおり説明する。 

     文書３２の「資料の提出について（回答）」は，鹿児島地方第三者

委員会から熊本市への調査依頼に対する熊本市からの調査結果を記

した回答文書であり，原処分において全部開示としているところ，

審査請求人は文書３２に対応する鹿児島地方第三者委員会から熊本

市への調査依頼文書が開示されていないと主張して，その開示を求

めている。 

     この調査依頼文書については，熊本市に対し発出しており，鹿児島

行政評価事務所において保有していないことを確認しているが，調

査依頼文書を発出する際に当該文書と割印した決裁済みの原議書で

あれば鹿児島行政評価事務所において保有しており，開示すること

は可能である。 

     したがって，諮問庁としては，審査請求人が平成２６年１月２４日

付けの開示請求において求めていた，「年金記録に係る確認申立てに

関して作成した資料」として，文書３２に対応する調査依頼文書を

発出する際に当該文書と割印した決裁済みの原議書（別紙２に掲げ

る文書）を開示することが適当であると考える。 

   イ 諮問庁から，別紙２に掲げる文書の提示を受けて確認したところ，

鹿児島地方第三者委員会から熊本市への調査依頼文書を発出するた

めに行われた決裁の原議書であることが確認でき，上記諮問庁の説

明は首肯できることから，諮問庁が新たに別紙２に掲げる文書に記

録された保有個人情報を特定して開示決定等をすべきとしているこ

とは，妥当である。 

 （２）文書３について 

   ア 諮問庁は，審査請求人が開示すべきとしている保有個人情報を保有

していないことについて，おおむね以下のとおり説明する。 

     文書３の「添付書類の確認」欄の「②厚生年金保険被保険者証及び

年金手帳の写し（存在する場合のみ）」欄及び「⑥厚生年金基金加入

員証，厚生年金基金からのお知らせ，組合管掌健康保険資格証明

書，雇用保険受給資格者証の写し（存在する場合のみ）」欄につい

て，「添付書類の有無」欄にはいずれも「有」と記載されているが，

本項目については，「添付書類の確認」欄に記載されている書類のう

ち，いずれか一つでも申立人から提出された場合に「有」と記載さ

れるものである。 

     文書３の②及び⑥の欄に記載された文書のうち，鹿児島地方第三者
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委員会には，「年金手帳の写し」及び「厚生年金基金加入員証の写し」

の２点が送付されたものであり，いずれも全部開示されている。 

     したがって，「厚生年金保険被保険者証」，「厚生年金基金からのお

知らせ」及び「組合管掌健康保険資格証明書」の３点は処分庁にお

いて保有していない。 

   イ 諮問庁から，審査請求人に対して開示した本件対象保有個人情報の

提示を受けて確認したところ，原処分において開示されているのは，

審査請求人の「年金手帳の写し」及び「厚生年金基金加入員証の写

し」であることが確認でき，上記諮問庁の説明に，不自然，不合理

な点があるとはいえず，これを覆すに足る事情も認められない。 

 （３）文書４について 

   ア 諮問庁は，審査請求人が開示すべきとしている保有個人情報を保有

していないことについて，おおむね以下のとおり説明する。 

     審査請求人は文書４（同意書）の余白に手書きで記載されている

「昭和５１年の領収書の中に記録されております「フ」「１２」の意

味を調査して開示して下さいませ」に対応する調査文書が開示され

ていないと主張して，その開示を求めている。 

     しかし，第三者委員会は，「年金記録に係る申立てに対するあっせ

んに当たっての基本方針」に従って必要な調査審議を行うものであ

り，申立人からの調査に関する要望についても，その必要性を第三

者委員会が勘案して実施するものである。本件のように第三者委員

会が個人情報を取得すること等に関する同意書の余白に調査に関す

る要望が記載されていたからといって，必ずしもその要望に応えて

調査を行う必要はない。 

     したがって，開示請求者の主張する「昭和５１年の領収書の中に記

録されております「フ」「１２」の意味を調査して開示して下さいま

せ」についての調査は行っておらず，また対応する調査文書は鹿児

島行政評価事務所において保有していない。 

   イ 諮問庁が理由説明書で説明するように，第三者委員会の任務は，年

金記録の確認について，国（厚生労働省）側に年金記録がなく，申

立人も領収書等の物的証拠を持っていないといった事案について，

国民の立場に立って，申立内容を十分に汲み取り，様々な関連資料

を検討し，年金記録の訂正に関し公正な判断を示すことであるが，

本件のように同意書の余白に調査に関する要望が記載されていたか

らといって，必ずしもその要望に応えて調査を行う必要はなく，ま

た実際に調査は行っていないとする上記諮問庁の説明は首肯でき，

これを覆すに足る事情も認められない。 

 （４）文書１９について 
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   ア 諮問庁は，審査請求人が開示すべきとしている保有個人情報を保有

していないことについて，以下のとおり説明する。 

     文書１９は，審査請求人の氏名が記載された特定会社Ａの厚生年金

被保険者名簿であり，原処分において部分開示としているところ，

審査請求人は文書１９が「元号，記号が載っていないので信頼性に

欠ける。」として正しいものの開示を求めている。しかし，諮問庁で

は，審査請求人の氏名が記載された特定会社Ａの厚生年金被保険者

名簿について，鹿児島行政評価事務所において保有しているのは，

原処分において開示した文書１９のみであることを確認している。 

   イ 当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，文書１９は，

日本年金機構鹿児島事務センターが確認申立書を鹿児島行政評価事

務所に転送する際に添付された書類であるとのことであり，当審査

会において見分したところ，当該文書は，特定会社Ａの厚生年金被

保険者名簿であり，審査請求人の氏名等が記載されていることが確

認できる。 

     したがって，上記諮問庁の説明に，不自然，不合理な点があるとは

いえず，これを覆すに足る事情も認められない。 

 （５）以上のことから，鹿児島行政評価事務所において，本件対象保有個人

情報及び諮問庁が新たに開示すべきとする別紙２に掲げる文書に記録さ

れた保有個人情報の外に本件請求保有個人情報の対象として特定すべき

保有個人情報を保有しているとは認められない。 

 ３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

 （１）文書４３について 

    当審査会において見分したところ，文書４３は，審査請求人の年金記

録に係る確認申立事案の調査のため，鹿児島地方第三者委員会から，審

査請求人が申立期間当時勤務していたと主張する会社に勤務していた者

に対して送付したアンケート用紙に，当該会社に勤務していた者が回答

内容を記入したものであり，文書４３の不開示部分には，当該会社に勤

務していた者自身の所属先，業務内容，勤務形態，厚生年金保険加入状

況，審査請求人を知っているか否か等について，具体的かつ詳細に記載

されていることが確認できる。 

    これらの情報は，審査請求人が知り得ない内容であって，開示するこ

とにより，今後同様の調査において，関係者からの証言や協力が得られ

なくなるおそれがあり，正確な事実の把握を困難にし，事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

    したがって，当該部分は，法１４条７号柱書きに該当し，不開示とす

ることが妥当である。 

 （２）文書４９について 
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    当審査会において見分したところ，文書４９は，審査請求人の年金記

録に係る確認申立事案の調査のため，鹿児島地方第三者委員会から，審

査請求人が申立期間当時勤務していたと主張する会社に勤務していた者

に対して電話によるヒアリングを行った際の会話の内容を記録したもの

であり，文書４９の不開示部分には，当該会社に勤務していた者自身が

回答した業務内容，勤務形態，厚生年金保険加入状況，審査請求人を

知っているか否か等について，具体的かつ詳細に記載されていることが

確認できる。 

    これらの情報は，審査請求人が知り得ない内容であって，開示するこ

とにより，今後同様の調査において，関係者からの証言や協力が得られ

なくなるおそれがあり，正確な事実の把握を困難にし，事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

    したがって，当該部分は，法１４条７号柱書きに該当し，不開示とす

ることが妥当である。 

 ４ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ５ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件請求保有個人情報の開示請求に対し，本件対象保

有個人情報を特定し，その一部を法１４条２号，３号及び７号に該当する

として不開示とした決定については，審査請求人が開示すべきとする部分

は同条７号柱書きに該当すると認められるので，不開示としたことは妥当

であり，鹿児島行政評価事務所において，本件対象保有個人情報及び別紙

２に掲げる文書に記録されている保有個人情報の外に開示請求の対象とし

て特定すべき保有個人情報を保有しているとは認められないので，諮問庁

が別紙２に掲げる文書に記録された保有個人情報を対象として改めて開示

決定等をすべきとしていることは，妥当であると判断した。 

（第３部会） 

  委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子 
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別紙１ 

 

文書１  年金記録に係る確認申立書（厚生年金）の送付について 

文書２  年金記録に係る確認申立書の送付について 

文書３  確認項目チェックシート（厚生年金保険） 

文書４  年金記録に係る確認申立書・同意書 

文書５  年金手帳等の写し 

文書６  年金加入記録回答票 

文書７  「年金加入記録にかかる照会について（回答）」及び「厚生年金

保険被保険者加入期間照会申出書」（それぞれ３回分） 

文書８  「国民年金保険料納付記録照会について（回答）」 

文書９  申立人作成の手紙 

文書１０ 申立の概要（２－１） 

文書１１ 申立の概要（２－２） 

文書１２ 申立人の来所記録（鹿児島北年金事務所） 

文書１３ 申立人のオンライン記録（基礎年金番号情報照会回答票（基本情

報，資格画面，被保険者情報，扶養関係配偶者情報，年金記録確認

手帳交付情報）） 

文書１４ 被保険者記録照会回答票 

文書１５ 申立人のオンライン記録（被保険者記録照会回答票（資格画面，

重取元画面）） 

文書１６ 特定会社Ｂに係るオンライン記録（職歴審査照会回答票（事業所

情報，個人情報），被保険者縦覧照会回答票，基礎年金番号情報照

会回答票（基本情報），被保険者資格記録照会回答票（資格画面，

資格記録），厚生年金保険適用事業所払出簿，事業所記録照会回答

票（基本記録），事業所名簿検索結果） 

文書１７ 事業所名簿検索結果 

文書１８ 熊本郵政局に係るオンライン記録（職歴審査照会回答票（事業所

情報，個人情報）） 

文書１９ 厚生年金被保険者名簿（特定会社Ａ） 

文書２０ 健康保険厚生年金保険被保険者原票（特定会社Ｃ） 

文書２１ 健康保険厚生年金保険被保険者原票（特定会社Ｄ） 

文書２２ 健康保険厚生年金保険被保険者原票（特定会社Ｅ） 

文書２３ 健保厚年 被保険者原票照会回答票 

文書２４ 厚生年金の期間照会について（回答） 

文書２５ 厚生年金保険資格期間証明書（特定会社Ａ） 

文書２６ 雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書 

文書２７ 加入記録確認書 
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文書２８ 失業保険資格期間証明書（特定会社Ａ） 

文書２９ 氏名検索結果 

文書３０ 登記簿謄本（特定会社Ｂ） 

文書３１ 申立人の雇用保険記録に関する日本年金機構鹿児島事務センター

からの追加資料 

文書３２ 資料の提出について（回答） 

文書３３ 戸籍謄本 

文書３４ 雇用保険記録に関する熊本公共職業安定所への照会資料 

文書３５ 雇用保険の被保険者情報の照会について（回答） 

文書３６ 厚生年金保険の届出等に係るお問い合わせ（回答）（日本郵政共

済組合共済センター） 

文書３７ 厚生年金保険の届出に係るお問い合わせ（回答）（ゆうちょ銀行

福岡貯金事務センター） 

文書３８ 熊本地方貯金局に係るオンライン記録（職歴審査照会回答票（事

業所情報）） 

文書３９ 健康保険厚生年金保険適用事業所払出簿 

文書４０ 熊本貯金事務センターに係るオンライン記録（事業所記録照会回

答票（基本記録，諸変更記録）） 

文書４１ 熊本地方貯金局に係るオンライン記録（職歴審査照会回答票（個

人情報），基礎年金番号情報照会回答票（基本情報），被保険者記録

照会回答票（資格画面）） 

文書４２ 健康保険厚生年金保険者原票（申立人の元同僚分） 

文書４３ 申立人の元同僚へのアンケート 

文書４４ 申立人からの電話照会時における調査員との会話記録 

文書４５ 熊本貯金局に名称が類似する厚生年金保険適用事業所名の検索結

果一覧 

文書４６ 熊本貯金局に名称が類似する厚生年金保険適用事業所に係るオン

ライン記録（職歴審査照会回答票（事業所情報），健康保険厚生年

金保険適用事業所払出簿，事業所記録照会回答票（基本記録，諸変

更記録），職歴審査照会回答票（個人情報），健康保険厚生年金保険

被保険者原票） 

文書４７ 特定会社Ｂに関する登記簿関係書類（履歴事項全部証明書及び閉

鎖事項全部証明書） 

文書４８ 雇用保険の被保険者情報の照会について（回答） 

文書４９ 年金記録の確認に関する補足確認・照会等の結果 

文書５０ 熊本地方貯金局における申立期間当時の元同僚の聴取結果（とり

まとめ表） 

文書５１ 個票 
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文書５２ 年金記録に係る確認申立に関する審議結果について 

文書５３ 口頭意見陳述（口頭説明）の求めについて 

文書５４ 年金記録に係る確認申立てについて（通知） 
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別紙２ 

 

  文書３２に対応する調査依頼文書を発出する際に当該文書と割印した決裁

済みの原議書 




